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取組状況（令和６年11月）
確認事項（令和７年３月27日）

消費者安全調査委員会

１

  経済産業省は、トランポリンパークで、本報告書が示すと
おり重大事故等が発生していることから、各施設運営者に対
して個別に、本報告書の再発防止策を踏まえた安全への取組
を、小規模施設運営者にも実施できるよう実効性に配慮して
要請するとともに支援をすること。
　また中長期的には、トランポリンパークの安全性を確保す
るためのシステムの構築に対する支援をすること。

２
(１) 対策の
必要性の
周知

　各施設運営者に対して、宙返り等に起因するトランポリン
への首や手からの着地、フォームピットへの頭や肩からの着
地及びトランポリンへの飛び降り、複数人利用等のリスクを
低減する対策の必要性を周知すること。

・トランポリンパーク施設運営者の実態把握のため、Web検索
等をベースにトランポリンパーク等を運営していると思われ
る事業者の連絡先等を把握し、トランポリンパーク施設運営
者リストを作成。
・「消費者安全法第23条第１項に基づく事故等原因調査報告
書－トランポリンパーク等での事故－」や消費者向け注意喚
起ＨＰの内容を、トランポリンパーク施設運営者リストを基
に周知・遵守を要請。

＜質問①＞
施設運営事業者のリスト更新を適宜行う（（４）中長期的な施策に対する御報告参照）とのことだ
が、年１回以上の更新を予定しているか御教示願いたい。
【経済産業省】
年１回程度の更新を予定している。

＜質問②＞
リストとしてあがっている事業者数はいくつか御教示願いたい。
【経済産業省】
直近で更新した結果、約100件前後の事業者数である。

３

 (２）直ちに
実施すべ
き再発防
止策の要
請

　各施設運営者がリスクを認識するため、公益財団法人日本
体操協会の技術的支援を仰ぐなどしてトランポリンの技術的
な知識を習得すること及びリスク認識を確実なものとするこ
と、継続的なリスク低減を事業の実状に即して実践するこ
と、さらに、国際規格等に基づいたハード及びソフト設計を
行うこと、常時監視の運営を確立すること、利用者に実効的
に危険性を周知させることを重視して、施設運営者に要請す
ること。

　消費者庁作成のトランポリンパーク等での事故に関する啓
発動画について、事業者へ施設の受付等、全ての利用者が観
覧可能な場所での活用を促すべく、トランポリンパーク施設
運営者リストを基に要請。

＜質問③＞
啓発動画の活用要請以外の取組予定について御教示願いたい。
【経済産業省】
施設運営者のリストに基づく、リスク低減策の継続的な周知、日本体操協会主催の事業者向け講習
会への参加要請を行う。

４
（３）専任の
監視員・指
導員

　各施設運営者に対して、専任の監視員・指導員に関して
は、公益財団法人日本体操協会の公認トランポリン普及指導
員、公認トランポリンコーチの資格保有者の採用、又は資格
取得を促すこと。

　未然に施設内での事故を防ぐことを目的に、指導員・監視
員のスキル向上を図るため、日本体操協会主催トランポリン
普及指導員認定講習会（令和５年10月８日）への参加を促す
べく、トランポリンパーク施設運営者リストを基に参加を要
請。

＜質問④＞
日本体操協会が実施する「事業者向け普及指導員講習会」は事業者の要請に応じて開催されるた
め、改めて事業者へ開催方法の周知と参加要請を行うことが対応可能か、また令和６年度以降の予
定等を御教示願いたい。
【経済産業省】
スポーツ庁の後押しを受けながら、令和７年秋頃を目処に追加開催を調整予定。この講習会に向け
て、まだ参加していない事業者へ重点的に要請を行っていく。

＜質問⑤＞
講習会への参加要請はどのようなルートで行うのか、経済産業省が直接行うのか御教示願いたい。
【経済産業省】
直接連絡が行えることを確認の上、リスト作成及び整理をしている。経済産業省から直接連絡を行
う予定である。
【スポーツ庁】
各地方公共団体のスポーツを所管する部署やスポーツ関係団体とのネットワークを保有しており、
そのネットワークを通じて周知を行う。また日本体操協会で通年の講習会を行っており、その講習
会と併せて案内することで広く受講できるよう協会と調整していく。

＜質問⑥＞
普及指導員講習会の受講者が、自身の施設に戻った際に通報若しくは報告する仕掛けを作っておく
必要があるのではないか。通報の仕組みを作れるのか御教示願いたい。
【スポーツ庁】
質問⑤で回答しているルートどおりに情報が伝わり、フィードバックされるということが合理的か
と考える。日本体操協会が研修を行った際に参加者リストを把握するので、連絡を引き続き取れる
ように協会と相談をしたい。

「トランポリンパーク等での事故」（令和５年４月20日報告書公表）に関する消費者安全調査委員会からの意見に対する取組状況

「トランポリンパーク等での事故」（令和５年４月20日報告書公表）における消費者安全調査委員会から経済産業省、文部科学省、消費者庁への意見に関し、令和６年11月時点の取組状況を踏まえ、表に示す項目（確
認事項（令和７年３月27日））について貴省庁の御見解をお伺いします。

意見（令和５年４月20日）
消費者安全調査委員会

１　経済産業大臣への意見

１．１　施設運営者によるリスク低減策
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消費者安全調査委員会

６

  各施設運営者に対して、消費者にとっての安全の「見える
化」を目指し、関係する省庁からの安全に関する要請事項に
ついての適合状況を、施設が自ら作成し、ホームページ等で
公表するよう促すこと。

　「事故情報データバンクシステム」等を活用した継続的な
事故情報の収集を行い、トランポリンパーク施設での事故状
況を踏まえつつ、必要に応じてトランポリンパーク施設運営
者リストの更新もしながら事業者への注意喚起・日本体操協
会主催講習会への参加要請・要請への適合状況の公表を促す
等の対応を行う。

＜質問⑫＞
１．１各項含めて周知・要請を行った結果や反応について把握しているか。把握している場合、そ
の内容について御教示願いたい。
【経済産業省】
一部の事業者がウェブページにて要請に対する対応状況を公表していることを把握している。

５
（４）中長期
的な施策

　経済産業省として、継続的に対策状況を把握しリスク低減
のための具体的な施策を立案していくこと。
  中長期的には、安全性向上のため、組織的にリスク低減の
対策を実施、管理することを継続的に行うよう各施設運営者
に促すこと。関係する省庁の要請に応じた施設や設備メー
カー等が中心となって、業態の実態や利用実績などを踏まえ
ながら、利用者への危険性及び安全の効果的な周知、国際規
格等に準拠した規格の策定を進めるよう、施設運営者等に促
すこと。

・「事故情報データバンクシステム」等を活用した継続的な
事故情報の収集を行い、トランポリンパーク施設での事故状
況を踏まえつつ、必要に応じてトランポリンパーク施設運営
者リストの更新もしながら事業者への注意喚起・日本体操協
会主催講習会への参加要請・要請への適合状況の公表を促す
等の対応を行う。
・トランポリンパーク事業者間の連携の進展状況を踏まえつ
つ、中長期的に利用者の安全性向上に向けて、規格策定等の
取組を促すなど、必要なサポートを実施する。

＜質問⑦＞
「トランポリンパーク事業者間の連携の進展状況を踏まえつつ、中長期的に利用者の安全性向上に
向けて、規格策定等の取組を促すなど、必要なサポートを実施する。」という御報告の具体的内容
と方策・ステップについて御教示願いたい。
【経済産業省】
一般論として規格策定は民間の業界団体が担い、原案作成団体を構成する必要がある。トランポリ
ンパークの事業者間の連携が進み策定の動きがあるならば、技術面などで日本規格協会の紹介など
を行って規格策定に協力していく。

＜質問⑧＞
トランポリンパークの業界団体の設立が困難である場合には、より上位かつ広範の業界による団体
設立を目指す、又は様々な業態のトランポリンパークに関連するような既存の団体に要請をしJIS
化に向けた取組とすることは可能か、さらにそうした動きに対して貴省として後押しができるのか
御教示願いたい。
【経済産業省】
規格策定は業界団体の存在が前提になるが、現在トランポリンパークに業界団体が存在していな
い。新たな業界の設立や既存団体による規格策定について国から強制力をもって要請することは難
しく、不適切となる。しかしながら民間ベースの動きを待つのは時間が掛かる。施設の安全性向上
を図るために、国際規格のASTMやISOが存在することから、追加的に経済産業省として施設運営者
にISO等に準拠した設備導入や運営を要請する方向で検討している。

＜質問⑨＞
経済産業省が進める予定のISO準拠などの事業者への要請は、新規事業者に対してのみなのか、既
存事業者は含まれるのか御教示願いたい。
【経済産業省】
ISOは施設と運営に関し記載しており、新規事業者の方が設備については対応をしやすいが、運営
ということもあり新規事業者に限定する必要はない。既存事業者に対しても強制力はないものの準
拠して運用することを要請周知すれば一定効果があると考えられる。

＜質問⑩＞
ISO準拠などの事業者への要請は中長期的な施策に対しての回答であったが、一方で「直ちに実施
すべき再発防止策の要請」としても「国際規格等に基づいたハード及びソフト設計を行うこと、常
時監視の運営を確立すること、利用者に実効的に危険性を周知させることを重視して、施設運営者
に要請すること。」と意見している。本要請は、タイムスケジュールとして中長期的に考えている
のか、やや短期に行っていくのか。
【経済産業省】
準備が整い次第、すぐに行いたい。

＜質問⑪＞
JIS作成を待つのではなく、既存のISO規格に準ずるよう要請する、そのルートも確保しているとい
う回答だったが、事業者がこれらをどのように実施しているのかチェックする仕組みを検討してい
るのであれば御教示願いたい。
【経済産業省】
頻度は未定であるが、フォローアップはしなければならないと考えている。まずは準備をして周知
を図り、作業状況を見つつ、年１回程度でフォローアップをしていくことが適切であろうと考えて
いる。

１．２　安全への取組状況の公表
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２　文部科学大臣への意見

７
　文部科学省は、公益財団法人日本体操協会に施設運営者へ
の技術的な知識の習得、リスク認識の支援等の協力を促すこ
と。

①スポーツ庁より、公益財団法人日本体操協会（以下、「日
本体操協会」という）に対して、令和５年４月20日付けで、
「トランポリンパーク等の施設運営者に対する支援等の協力
依頼について」という事務連絡を発出。トランポリンパーク
等の施設運営者からの要請に応じて、技術的な知識の習得、
リスク認識の支援等の協力を依頼した。

②日本体操協会では、令和５年10月８日に、トランポリン
パーク事業者向けに「トランポリンパーク事業者向け普及指
導員講習会」を開催。講習会では、初心者向けにトランポリ
ンの基礎から説明し、事故防止につながる内容とするよう心
がけ、安全に十分配慮した施設運営を行っていただくよう伝
えた。

③令和６年３月に消費者庁がトランポリンパークでの事故防
止啓発動画を制作・公表したことを受けて、スポーツ庁から
日本体操協会にも展開し、講習会等で積極的に活用していた
だくよう協力を依頼した。また、スポーツ庁の公式ホーム
ページにも掲載した。

④日本体操協会では、「トランポリン普及指導員認定講習
会」、「JGAコーチ研修会」、「JGAトランポリン公認コーチ
認定講習会」、「日本スポーツ協会公認コーチ３養成講習会
＜トランポリン＞」を定期的に全国各地で開催し、受講者に
対して、消費者庁の事故啓発動画を紹介しながら、トランポ
リンパークにおける事故が多いことを説明し、トランポリン
の事故防止への協力依頼を行っている。

⑤また、日本体操協会としては、「トランポリンパーク事業
者向け普及指導員講習会」を今後も開催する方向で検討して
おり、協会ホームページのトップにバナーを設置して、そこ
からトランポリンホームページ内に新規ページとして、「ト
ランポリンパーク・遊戯場事業者からの問合せページ」を作
成予定。

なし
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３　消費者庁長官への意見

８

消費者庁は、消費者に対し、トランポリンパークを含むト
ランポリンでの遊戯一般の危険性を分かりやすく周知するこ
と。周知に当たっては、消費者が危険性を確実に認識するよ
う、本報告書や調査委員会で作成する動画等、適切な啓発媒
体を活用すること。

また、収集されたトランポリンパーク等での事故情報を、
関係する省庁へ提供すること。

遊戯施設におけるトランポリンの事故については、令和２
年12月及び令和４年４月に、消費者庁が作成した分かりやす
いイラストや（独）国民生活センターが作成したトランポリ
ンの特性に関する動画などを用いて、トランポリンの危険性
を伝える注意喚起を行った。その後、令和４年９月には、消
費者安全法（平成21年法律第50号）第38条第１項に基づき、
事故防止の取組が不十分であることが窺われた特定のトラン
ポリンパークに係る注意喚起を行った。さらに、令和５年４
月には、トランポリンでの事故を含む遊戯施設での事故につ
いて注意喚起を行った。

また、令和２年12月、令和４年４月及び令和５年４月の注
意喚起時には、「消費者庁X(旧 Twitter)」で同内容を周知す
るポストをそれぞれ同日付けで行った。このほか、令和６年
11月には、「消費者庁 こどもを事故から守る !X(旧
Twitter)」で消費者安全調査委員会が作成した動画を用いて
トランポリンの危険性を伝えるポストを行った。

消費者庁が収集したトランポリンパーク等での事故情報の
提供に関する取組として、行政機関等から消費者庁に通知が
あった消費者事故等の情報について、その概要を消費者庁
ウェブサイトで公表するほか、消費者被害の発生又は拡大の
防止のため、事業者名等を含む詳細情報を原則毎月、経済産
業省等の関係省庁に対して情報提供している。

なお、消費者庁においてトランポリンパーク等での消費者
事故等の情報を幅広く把握し関係省庁に提供できるよう、地
方公共団体向けの説明会において、消費者庁に通知された消
費者事故等の情報の活用事例として、上記の令和４年９月の
消費者庁による注意喚起を紹介し、同様の事故事例を把握し
た場合の通知への協力を促した。また、令和６年３月７日に
は消防庁に対して事務連絡を発出し、「特に消費者庁に通知
いただきたい事故情報」としてトランポリンパークでの事故
情報を例示し、同様の事例があった場合に通知するように依
頼した。

なし


